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１．法人の概要 

 （１）建学の精神 

   恵泉女学園は１９２９年河井道によって創立された。学園の教育理念は、第１にキリスト教精神に基づいて

自立した女性を育てること、第２に平和への使命を自覚し平和をつくり出す女性を育てること、第３に自然を

愛し育み、美しい文化環境を創造する女性を育てることにあった。これらは、中学・高等学校、大学において

「聖書」「国際」「園芸」を柱とする教育に継承され、確立されている。 

 

 （２）学校法人の沿革 

１９２９年３月 恵泉女学園新設認可 

１９３４年４月 普通部の上に２年制の高等部（文科・家事科）を開設 

１９３４年９月 財団法人設立認可 

１９４３年４月 高等部に園芸科を増設 

１９４５年３月 恵泉女子農芸専門学校設置認可 

１９４７年３月 恵泉女子農芸専門学校の名称を恵泉女学園専門学校と変更し､農芸科・英文科設置 

１９４７年４月 中学校発足 

１９４８年４月 高等学校発足 

１９５０年４月 短期大学（英文科、園芸科）開学 

１９５１年３月 学校法人認可 

１９５４年４月 恵泉園芸センター開設 

１９６５年１１月 短期大学園芸生活科、伊勢原へ移転 

１９８６年１０月 短期大学英文学科、多摩に移転 

１９８８年４月  恵泉女学園大学人文学部（日本文化学科、英米文化学科）開学 

１９９７年４月  大学平和文化研究所開所 

１９９８年４月  大学人文学部国際社会文化学科開設 

１９９９年３月  短期大学英文学科廃止 

１９９９年４月  中学・高等学校の６年一貫教育を開始 

２００１年４月  大学人文学部人間環境学科及び大学院人文学研究科設置 

       短期大学の名称を園芸短期大学に変更 

２００３年４月 大学園芸文化研究所開所 

２００５年３月  園芸短期大学廃止 

２００５年４月 大学２学部５学科に再編 

          人 文 学 部：日本語日本文化学科、英語コミュニケーション学科、文化学科 

           人間社会学部：国際社会学科、人間環境学科 

２００７年２月 大学キリスト教文化研究所開所 

２００７年４月 大学院人間社会学研究科設置 

２００７年１０月 多摩キャンパス隣接施設設備取得（旧都立南野高校跡地） 

２００９年４月 大学院人間社会学研究科の科名を平和学研究科に変更 

２０１０年３月 蓼科ガーデンを教育部門に移管 

２０１１年４月 中高一貫教育校（併設型）認可 

２０１２年５月 大学人文学部文化学科の歴史文化学科への名称変更申請 

２０１２年６月 大学人間社会学部社会園芸学科の設置届出 

２０１３年４月 大学人文学部文化学科、歴史文化学科へ名称変更 

              大学人間社会学部社会園芸学科設置 

２０１３年 5 月 大学人間社会学部人間環境学科の現代社会学科への名称変更申請 
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２０１４年 4 月 大学人間社会学部人間環境学科、現代社会学科へ名称変更 

２０１４年１１月 恵泉女学園花と平和のミュージアム開館 

２０１５年 2 月 大学人文学部歴史文化学科、人間社会学部現代社会学科の 2017 年度からの 

              募集停止を文部科学省に報告 

２０１６年１２月 大学人文学部歴史文化学科、人間社会学部現代社会学科の募集停止に伴う収容定 

              員関係学則変更を文部科学省に届出 

２０１８年１２月 恵泉園芸センターのフラワーショップ、フラワースクール事業終了 

 

（３）設置する学校・学部・学科等 

 

設置する学校 

（所在地） 
開校年月 学部・学科等 摘 要 

恵泉女学園大学 

（多摩市南野２－１０－１） 

１９８８年４月 

２００５年４月 

人 文 学 部 

人間社会学部 

2013 年 4 月 

2 学部６学科に再編 

恵泉女学園大学大学院 

（同上） 

２００１年４月 

２００７年４月 

人文学研究科 

平和学研究科 

２００９年４月人間社会

学研究科から科名変更 

恵泉女学園高等学校 

（世田谷区船橋５－８－１） 

１９４８年４月 

 

 

全日制（普通科） 

２０１１年４月 

中高一貫教育校 

（併設型） 恵泉女学園中学校（同上） １９４７年４月  

 

（４）学校・学部・学科等の学生生徒数の状況 

                                             □ 2,195 名（2019 年５月１日現在） 

学校名等 
入 学 

定 員 

編入学 

収容定員 

収 容 

定 員 

現員数 

恵泉女学園大学 

大学院 

人文学研究科 5  10 6 

平和学研究科 7  14 13 

研究科計 12  24 19 

人文学部 

日本語日本文化学科 60 6 246 188 

英語コミュニケーション学科 70 8 288 227 

歴史文化学科 - 3 63 29 

学科計 130 17 597 444 

人間社会学部 

国際社会学科 90 6 366 298 

現代社会学科 - 3 63 21 

社会園芸学科 70 8 288 194 

学科計 160 17 717 513 

学部系 290 34 1,314 957 

大学計 302 34 1,338 976 

恵泉女学園高等学校 180  540 584 

恵泉女学園中学校 180  540 635 

中高計 360  1,080 1,219 

学園計 662 34 2,418 2,195 
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（５）役員の概要 

                                     

     □ 定員数  理事 16 名、監事 2 名                 (2019 年５月 31 日現在) 

区 分 氏  名 
常勤・非

常勤の別 
概  要 

理事長 宗雪雅幸 非常勤 
2008 年 5 月理事就任 

2009 年 7 月理事長就任 

理事 中山洋司 常勤 2016 年 4 月理事就任（学園長） 

理事 大日向雅美 常勤 2016 年 4 月理事就任（大学長） 

理事 加藤英明 常勤 2012 年 4 月理事就任（中高校長） 

理事 宇田川篤 常勤 2019 年 4 月理事就任（事務局長） 

理事 岩村太郎 常勤 2017 年 5 月理事就任（大学副学長） 

理事 本山早苗 常勤 2012 年 4 月理事就任（中高副校長） 

理事 中村俟子 非常勤 
2006 年 5 月～2012 年 5 月理事在任 

2012 年 5 月理事就任 

理事 塚本康子 非常勤 2018 年 5 月理事就任 

理事 那須恵子 非常勤 2013 年 7 月理事就任 

理事 石川征郎 非常勤 2017 年 7 月理事就任 

理事 一色輝生 非常勤 2017 年 7 月理事就任 

理事 広田叔弘 非常勤 2017 年 7 月理事就任 

理事 樋野興夫 非常勤 2009 年 7 月理事就任 

理事 廣瀬 薫 非常勤 2013 年 7 月理事就任 

理事 羽貝 正美 非常勤 2015 年 4 月理事就任 

監事 井堀 哲 非常勤 2013 年 7 月監事就任 

監事 高島正雄 非常勤 2006 年 5 月監事就任 
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 （６）評議員の概要                                 

□定員数 38 名  

現員数 37 名 （１名欠員） 

                                     （2019 年５月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

  

氏 名 主な現職等  氏 名 主な現職等 

中山洋司 学園長  中村俟子 理事 

大日向雅美 大学長  那須恵子 理事 

加藤英明 中学高等学校長  塚本康子 理事 

宇田川篤 事務局長  金井伊津子  

岩村太郎 大学教授・副学長 内藤美佐子  

上村英明 大学教授  樋口孝子  

漆畑智靖 大学教授  高橋愛子 聖学院大学教授 

樋口幸男 大学教授  柳 秀夫 建築設計コンサルタント／大妻女子大学非常勤講師 

佐谷眞木人 大学教授  石川征郎 「人事改革オフィス」運営 

笹尾典代 大学教授  一色輝生 設計事務所勤務 

松井信行 中高教諭（副校長）  大串 肇 牧師 

江田雅幸 中高教諭  関川瑞恵 牧師 

花岡尚子 中高教諭  萩原優治 コピーライター／編集者 

原嶋夕佳 中高教諭  花島光男  

下田千春 中高教諭  桃井和馬 フォトジャーナリスト 

本山早苗 中高教諭（副校長）  森山浩二  

賞雅郁子 中高事務長  渡辺直大 医師 

安楽岡秀夫 本部事務局総務課長 

野間田せつ子 大学事務局次長  

土屋昌子 大学事務局  
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（７）教職員の概要 

    □ 本務 144 名、兼務 227 名（2019 年 5 月 1 日現在） 

      

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  □ 専任教職員数の推移 

 

  

  法人 大学 高等学校 中学校 合計 

教員 本務  42 32 31 105 

兼務  94 47 25 175 

小計  136 79 56 271 

職員 本務 3 28 6 2 39 

兼務 6 36 9 10 61 

小計 9 64 15 12 100 

合計 9 200 94 68 371 

 

本務合計 3 70 38 33 144 

（内、有期契約） 0 16 2 3 21 

兼務合計 6 130 56 35 227 

部門等 

年        度 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 前年度比 備考 

専  

任 
教
育
職
員 

中  高 60 60 59 60 59 61 60 63 +3   

大学･大学院 62 61 60 59 58 44 40 42 +2   

小計 122 121 119 119 117 105 100 105 +5   

 

         
 

       

一
般
職
員 

中  高 7 7 6 6 7 7 6 6 0   

大学･大学院 34 30 32 32 30 25 23 24 +1   

本  部 13 13 10 9 8 7 9 9 0   

小計 54 50 48 47 45 39 38 39 +1   

           

専任合計 176 171 167 166 162 144 138 144 +6   
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（８）組織図 

                                                    （2019 年 5 月 1 日現在） 

 

学園広報室

学長室

恵泉園芸センター
蓼科ガーデン

メディア教育室
図書館事務室

健康管理室
学生相談室

キリスト教センター

中学・高等学校 中学・高等学校事務部

収益事業

庶務課

評
議
員
会

教務課 園芸教育室

大学事務局 学生課

入試広報室

就職進路室

IR推進室

図書館

人間社会学部
国際社会学科

監
　
事

現代社会学科
社会園芸学科

研究機構
園芸文化研究所
キリスト教文化研究所
平和文化研究所

理
事
会

花と平和のミュージアム 研究機構事務室

大学
地域連携室

人文学部
日本語日本文化学科
英語コミュニケーション学科
歴史文化学科

大学院
人文学研究科
平和学研究科

学園史料室

法人・本部事務局 本部総務部 経理課

管財課

総務課

内部監査室
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 （９）施設設備の状況 

   主な現有施設設備の状況は次のとおりである。 

 

 

2020年3月31日現在

所在地 施設等 摘要

校地 17,344 ㎡ 643,993 千円 643,993 千円

校舎 21,793 ㎡ 4,606,493 千円 2,024,708 千円

校地 30,412 ㎡ 3,132,649 千円 3,132,649 千円

校舎 19,861 ㎡ 4,470,193 千円 1,286,667 千円

校地 20,559 ㎡ 93,318 千円 93,318 千円

校舎 8,122 ㎡ 1,060,883 千円 305,734 千円

校地 12,358 ㎡ 142,500 千円 142,500 千円

校舎 473 ㎡ 9,663 千円 3,006 千円

土地 101,454 ㎡ 4,887,284 千円 4,887,284 千円

建物 50,249 ㎡ 10,147,232 千円 3,620,115 千円

取得価格

千円

帳簿価格

中学高等学校及び法
人本部が利用してい
る。

859,252 859,252

大学が主体となり学園
全体で利用している。

大学と中高が利用して
いる。

大学が主体となり学園
全体で利用している。

大学・大学院が利用し
ている。

千円15,57215,572 千円

15,898 ㎡ 千円

　　合　　　計

東京都世田谷区
(世田谷キャンパス）

多摩市南野
(多摩キャンパス）

伊勢原市三ノ宮
(伊勢原キャンパス）

町田市小野路
(町田校地）

面積等

実習用地

長野県茅野市
(蓼科校地）

校地
長野県軽井沢町
(軽井沢校地）

4,883 ㎡
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２．事業の概要 

（１）事業の基本方針 

 学校法人恵泉女学園は、「神を畏れ、人を愛し、いのちを育む」すなわち「キリスト教信仰に基づき、

神と人とに仕え、自然を慈しみ、世界に心を開き、平和の実現のために貢献できる女性を育成する」

という恵泉独自の教育理念を堅持し、高い人間力を持った自立した女性を育成して社会に送り出すこ

とにより、学園の社会的使命を果たすための活動を展開した。 

 理事会は、2019 年度から 2022 年度に至る 4 年間を、学園が創立 100 周年を光り輝いて迎えるため

の発展期として歩みを進める時期と位置づけ、以下の 4 つの課題を柱として目標を定め、各部門がそ

れぞれにふさわしい具体的教育目標と教育方策を策定して教育活動を展開して、この目標を達成する

ものとした。 

 2019 年度はこの 4 年間の 1 年目として、理事会が示した中期計画の骨子に添って各部門が策定し

た具体的施策と目標値を着実に実行することを目標として事業を展開した。 

 

4 つの柱と目標 

 第 1 の柱 教育の徹底 

    自信を持って次のステップに踏み出す力をつける。 

 第 2 の柱 学びの支援 

   自立のための教育を全力で支援する。 

 第 3 の柱 社会への発信 

    社会の声を聞き、社会に学園の理念と教育成果を伝える。 

 第 4 の柱 継続と発展 

      信頼と期待に応える学園であり続ける。 

 

(2)主な事業の目的・計画及びその進捗状況 

 □法人 

 1）事業実施の基本方針 

   法人は以下の基本方針に従い、9 つの事業の実施を計画した。 

① 「恵泉女学園中期計画(2019 年度～2022 年度)骨子」をもとに各部門の具体的行動計画及

び数値目標を定めた「恵泉女学園中期計画(2019 年度～2022 年度)」の完成版を策定し、

これに基づいて事業を進める。学園の教育理念の推進 

② 中期計画の 4 つの柱を実現するために、2019 年度の大学及び中学・高等学校の事業計画

の実施を支援して、学園の教育理念の実現を推進する。 

③ 特に第 4 の柱「継続と発展－信頼と期待に応える学園であり続ける」を実現するために、

組織体制と財務の両面における経営基盤の強化を図る。 

実施計画事業 

① 「恵泉女学園中期計画(2019 年度～2022 年度)」の完成と事業の推進 

② 学園の教育理念の推進 

③ 健全な財務の構築 

④ ガバナンスの確立 

⑤ マネジメントサイクルの確立 

⑥ 事業継続性確保と危機管理体制の確立 

⑦ 人材の確保と育成 

⑧ 100 周年へ向けて 
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2）事業計画の進捗状況 

① 「恵泉女学園中期計画(2019年度～2022年度)」の完成と事業の推進 

恵泉女学園は、2019年に創立 90周年を迎えた。これを機に 10年後の創立 100周年（2029

年）をターゲットに学園の将来像を描き、2019年度から 4年間に集中的に取り組むべきテーマ

を盛り込んだ中期計画を策定した。 

この度の中期計画は、2029年の学園創立 100周年に向けて、教職員が心を一つにして恵泉

独自の教育理念を堅持し、平和の実現のために貢献できる高い人間力を持った自立した女性

を育成して社会に、世に送り出すことにより学園の社会的責任を果たしていくために、理事会が

骨子と目標を定め、学園が一体となって目標の達成に取り組むことを示すものであり、その本

骨子にのもと、中等教育部門、高等教育部門において、それぞれにふさわしい具体的な教育方

策を定め、教育活動を展開することとなる。副題の「100 周年に向けて－汝の光を輝かせ－」は、

創立以来引き継がれてきたランターンの灯に象徴される恵泉教育の本質である「それぞれのう

ちにある光とその源を知り、世にあって光を輝かす」を示している。これは、恵泉教育の原点を

確認し、あらためて学園の姿勢と覚悟を表すものであり、共に在る教職員にもまたその姿勢と

覚悟を求めたものである。 

理事会は、これからの 4年間（2019年度～2022年度）を、学園が創立 100周年を光り輝いて

迎えるための発展期と位置づけ、4つの課題を柱として目標を定め、各部門がそれぞれにふさ

わしい具体的教育目標と教育方策を策定して、教育活動を展開するものとする。理事会は、経

営基盤の再構築や目標達成のためのスパイラルな検証サイクルの確立等の経営活動を展開

し、教育活動を全力を挙げて支えるものである。 

② 学園の教育理念の推進 

2019年 4月に学園のホームページを刷新し、学園からの情報発信力を強化した。また学園創

立 100周年へ向けての特設サイトを新設しており、これによりこれからの 100周年記念事業に

向けた各種の情報を掲載していく予定である。学園の教育理念の理解を広く理解していただく

ため、創立者である河井道 Photo Gallery も公開した。 

恵泉誌・恵泉フェロシップ会報などの冊子を発行し、学園全体の諸活動への理解を深めるため

に学生生徒・保証人保護者・同窓生その他の関係者へ発送している。またその内容の一部は

学園ホームページでも公表することとした。 

そのほか大学プレスセンターを通しての情報発信の仕組みを維持し、各部門がマスコミに一元

的に教育情報を発信できる環境を整えている。 

同窓会、恵泉会とは三者懇談会を通して学園の状況等について情報の提供と意見交換を行い、

相互理解を深めた。 

③ 健全な財務の構築 

大学の 2019年度入学者数は、学部としては入学定員 290名のところ 361名を迎えることがで

き、収容定員充足率は 73％となり前年度比 10％改善した。しかし、依然収入不足の状態にあ

るため、これまで実施してきた人件費抑制策は継続した。 

課題であった遊休資産については、旧都立南野高等学校の校地を 2020年 3月に売却した。 

寄付については、クレジットカード決済による寄付、古本募金の仕組みを導入し、より寄付をし

やすい体制を整えている。 

これらの結果、学園の金融資産は前年度比 1,222百万円増加したが、経常的な収支は未だ支

出超過であるため、引き続き収支バランスの回復への取り組みを進める。 

④ ガバナンスの確立 

私立学校法の改正に備え、寄附行為の改定・役員報酬に関する規程の制定を行い、その作業

において理事会のガバナンスの見直しを行った。これは、理事会機能の実質化を目指したもの

である。 
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役員は毎月理事会若しくは理事懇談会で各部門の事業内容にいて把握し、必要な改善を行っ

た。その提案は事務長会、学園学校会議を通して形成され、現場の実情と必要性を調整したう

えで立案している。 

監事は監事懇談会を実施し、学園の主要な責任者から現状を聴取して業務の適正性を確認し、

提言を行った。 

⑤ マネジメントサイクルの確立 

教職員共に事業計画に対する達成度を自己点検する取り組みが進んでおり、業務の課題や改

善の必要を確認していく組織づくりをしている。但し、この取り組みは全学的なものとまでは浸

透しておらず、今後の課題となっている。 

財務の面では、引き続き予算執行結果を検討し、執行の適切性を確認し、次の事業計画・予算

化へとつなげている。 

⑥ 事業継続性確保と危機管理体制の確立 

理事会では、アンケートによる学校評価結果及び今後の収支シミュレーションなどを基に、学園

の今後の方向性について検証を行った。 

2月下旬以降の新型コロナウイルス感染拡大への対応では、まずは学長・校長により事業計画

の実施の検討を行い、適切に対応した。また、事業再開の準備については、学園長がその方

向性を強く打ち出し、教育機関として責任のある対応をするための準備を進めている。役員へ

はその対応状況について適時報告している。 

⑦ 人材の確保と育成 

中高教員を対象にした変形労働時間制を 4月より導入した。その運用において様々な問題もあ

り、これからの見直しの課題となった。 

学園全体の就業規則について抜本的な見直しを行い、労働関係法令上への対応、学内組織

運営の変更への対応、規則運用上の問題への対応について検討し、改定を実施、2020年4月

からの施行とした。 

人件費については引き続き削減の方針ではあるが、理事会にて教員・職員組織を維持するた

めの中期的な計画に基づいた採用計画を承認し、人事を行った。 

⑧ 100周年へ向けて 

百周年史編纂については準備委員会を開催し、記念冊子の編纂ではなく学園の百年史の編纂、

という事業目標を設定した。環境が大きく変わる中、建築等の 100周年事業の具体的検討には

至らず、2020年度には事業のイメージを固め、財政的裏付けとなる募金事業の開始へとつなげ

ていく。 
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□中学高等学校 

1）基本方針  

本校は学園創立以来の建学の理念を実現するために、「キリスト教の信仰に基づき、神と人と

に仕え、自然を慈しみ、世界に心を開き、平和実現のために貢献できる女性を育成する」ことを

教育の目標とする。中高の教育の中心は、人間教育であり、それが進路開拓の根底にある。心を

育てる教育と知を育てる教育は、決して乖離するものではなく、相働いて総合的な教育的な影響

を与える。この考え方に立ち、中高の教育を行う。「聖書・国際・園芸」を生徒の知性・感性・

社会性を育てる恵泉教育の特色と位置付けて、毎日の礼拝を大切に守り、教科・教科外において

活発な教育活動を展開する。創立１００周年に魅力ある学校として存続するためには、教員が教

育能力を高め、教育活動に力を注げるような体制を積極的に整えることが急務である。 

さらに、グローバル時代に通用する 21.5 世紀型教育として、ICT 環境を含めた社会環境の変化

に対応できる人材を育成するために、これまでに培ってきた「英語の恵泉」「考える恵泉」を基

礎に「聖書・国際・園芸」を時代のニーズに対応させて教育を展開していく。 

育ってほしい生徒像は以下の通りである。 

①個としての自覚に目覚めた女性 

②平和への不屈の意志をもつ女性 

③いのちを育てる楽しさと貴さを知っている女性 

④知的探求心と確かな学力を備えた女性 

生徒がこのような人間として成長していくことができるように、新たな中期計画においても、教

育目標に基づき、入学した生徒を 6 年間大切に育てる「6 年一貫教育」の姿勢を強化していく。中

学は「大切な存在としての自己認識」を高め、高校は「神様から与えられた自身の使命感」に気

づき自己肯定感を育むことができるようにする。 

 

2）事業の概要 

１．教育の徹底 

 （ア）人間性の涵養・心を育む 

① 聖書：「道徳」を凌駕するキリスト教教育 

 国が進めている「道徳」の教科化に対して、道徳を切り口とするキリスト教教育の体系

化を実践する。 

 毎日の礼拝を大切に守り、聖書に基づく人間理解を、授業・礼拝・日々の生活を通して

生徒に伝える。 

 生徒に近隣の教会を紹介し、日曜日の礼拝出席を奨励していく。 

 新任教員に対するキリスト教理解を研修等により計る。 

【報告】 

 2018 年度に完成させた、文部科学省の 2015 年版中学学習指導要領「道徳」の 4 分野 22

項目と「聖書」の授業内容の対応表について、全ての項目を聖書の授業が充たすだけでな

く、それを超えたものであることを生徒、保護者に提示してきた。2019 年度も引き続き、教科

としての「道徳」の内容を踏まえつつキリスト教に基づいた授業を展開した。 

 新 1 年生のクラス増加に伴い、毎年の近隣 5 教会に加えて代田教会の協力を得て、

年度始めに教会紹介を行い、教会との提携を計った。 

 牧師懇談会では近隣の教会等から 50 名以上のご参加をいただき、本校のへのキリス

ト教教育についてご意見をうかがう機会を得た。 

 

② 国際：平和教育の推進 

 多様な文化、多様な価値観の中で互いに認め合い尊重し合える人、学びと奉仕の心をも
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った自立した人を育成する。 

 米国、オーストラリアとの交流に加え、近隣アジア諸国のタイの学校と文化交流を開始

した。2019 年度も継続し、教育効果の検証をしたうえで、プログラムの一層の充実を図

る。 

 海外への留学制度の枠組みとして長期・中期・短期が確立されたので、更なる発展を継

続させる。 

【報告】 

 5 年見学旅行で英語での寺社ガイドを訪日外国人に提供した。生徒達にとっては、全員

で取り組む英語プレゼンテーションの機会として良い体験となった。ご案内した方達からの

感想は、単に対話を強要されるものではなく、観光ガイドとして有益な情報提供であり、好

感が持てるとの感想が聞かれた。 

 創立 90 周年式典では、卒業生で公益社団法人経済同友会前副代表幹事 小林いずみ

先生から「扉をあけて未知の世界へ」と題する講演をいただき、女性活躍を鼓舞する

機会となった。 

 平和学習では、長崎の被爆体験者や元高校生平和大使からお話を伺った。 

 4 年目を迎えた中期留学生は中学 3 年生 2 名を含む 3 年～5 年生 8 名を 3 か月の研修

に派遣した。 

 2 年目のタイ学校交流では、バンコク在住の同窓会の紹介で、スラムの子供達に奉仕

委員会（信和会）で集めた文具を寄贈する交流を加えた。恵泉女学園大学との高大連

携をはかる機会となっている。 

 

③ 園芸：園芸と理科の連携 

 園芸教育と理科教育の学際的な連携を図り、中学での花や野菜作りに加え、高校では実

習に科学的研究を加える。理系教育の広がりを検討し、実施する。 

④ 恵泉で育てる力、つく力の分析 

 教育目標に沿って展開する正課教育、正課外教育、行事、学校文化等において生徒がど

のような力をどのようにつけているかの把握・分析に努める。 

 2019 年度はまず行事を中心に精査する。 

【報告】 

 生徒の体験的学習を重視し、中学 3 年生が首相官邸特別見学に参加したり、税の作文コ

ンテストに応募し、「東京都納税貯金組合総連合会会長賞」に入賞した。 

 2019 年 3 月に行われた新 6 年生に向けての卒業生進路ガイダンスにおいて、卒業生 57 名を

対象に「恵泉でつく力」について、学校行事との関連から振り返るアンケートを実施した。アンケ

ート結果から「共感力」他 90％を超えるものが多数見られ、学校説明会等でも紹介した。 

  

 （イ）学力の確保・知を育てる 

① 新学習指導要領に則った新しい学力観にたったカリキュラムを検討し、実施する。 

 国公立大学を志望する生徒に対応する教育課程も実施する。 

 日本語表現能力を向上させるため２年次の国語を１時間増やす。 

【報告】 

 ハイレベル数学等の理系授業を充実させ、国公立大学進学者が増加し、その半数以上が

理数系の進学を達成した。 

 国語科オリジナルの日本語運用能力問題集『千里の道も一歩から』等を活用して、基本語彙の

習得を強化している。また、読書教育への継続的な取り組みを通して、生徒の読解力、表現力

の向上に努めた。 
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 ２年次の国語時間を増やしたことでより多くの教材が扱えるようになり、アクティブラーニングで

読解問題をグループで解いたり、ディスカッションの共有をしたり、学びの深化が進んだ。 

 

② 新学力観にたった教員の教科指導力向上に努める 

 教員同士の授業見学の機会を増やす 

 私立中高協会、キリスト教教育同盟等の研修会に積極的に参加できる体制を整える。 

 自分の授業を振り返る機会を設ける。（例えば、ビデオに撮って、改良改善を図る） 

【報告】 

 6 年生の小論文指導に専任・非常勤共に取り組み、AO 入試等への受験支援をはかった。  

 教員に小論文指導のための外部機関主催の研修参加を促し、学内での情報共有を図った。 

 

③ 新学力を測定できる問題を教科ごとに検討し、定期試験等に出題し、授業に反映していくこ

とで、生徒の学力の定着を図る。 

【報告】 

 実施後の定期試験問題では、社会科や多くの教科で、思考力・判断力・表現力を問う問

題の工夫が見られた。  

 定期試験等で見られた、深い思考を示す解答を他の生徒達に提示することで、全体に思考力

の深化を図るよう授業で促した。 

 各教科の取り組みや工夫について、校長が報告を受け、ヒヤリングを実施して、組織的な展開

を促進した。 

 これらの取り組みの結果、双方向授業スタイルの工夫につながっている。 

 

④ 生徒の学力の把握 

 2017 年度から開始した「中学総合学力調査」を継続し、汎用能力につながる教科の思考

力・判断力・表現力の測定を行っていく。 

 学力推移テスト、新学力テストを利用し、授業の展開と個々の生徒の学力伸長を図る。 

 GTEC、TOEIC 等を用いて、英語の恵泉の客観的評価を高める。 

 それぞれの結果の把握、分析して教育成果の検証と教育方法の改善に努める。 

【報告】 

 学力推移調査と中学総合学力調査のクロスデータ分析を行い、より良い指導法を科会で

検討した。 

 

⑤ 新たに始まった５、６年生の夏期・冬期・春期講習を充実させ、S-park を進路指導部に吸収

し、よりきめ細かく手厚い学力向上のための体制を整える。 

【報告】 

 S-park を進路指導部に吸収することで、1 年生向けのプログラミング講座など中高 6 年間の早

い段階から生徒の興味関心を広げる仕掛けができ、また、4 年生向けの中学英語の補完と高校

英語へのスムーズな移行を図る講座などの設置により、5，6 年生向けの大学受験講座への段

階的な進路指導を提供することができるようになった。 

 講師との連絡体制が密になり、よりきめ細かい指導ができるようになった。 

 コロナウィルス感染防止策により 3 月初めから休校となったため、春期は講習委・S-Park

ともに実施できなかった。 

 

⑥ これからの女性の働き方を広げる自然科学への関心を促す。 

 日常生活の中から、生徒の理系教科への興味を引き出す工夫をする。（理科好きを増や
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そうコンテスト、科学講演会、大学訪問等） 

 科学系課外活動（サイエンスアドベンチャー）は、3 年が過ぎた。１・２年次は総合とし、

３から６年次を生物・物理・科学・CS 班に分けるなど、工夫し充実を図る。 

【報告】 

 「理科好き増やそうプロジェクト」では、夏期自由研究において「紙飛行機の滞空時間の研究」を

テーマとし、多くの生徒が取り組んだ。 

 サイエンスアドベンチャーの各班は恵泉デーでの演示実験や 2 月に実施した成果発表会

において一年間の研究を披露することができた。例えば、恵泉デーでは、3 年生の１ク

ラスが専門研究機関と提携してゴキブリの生態研究を行い、好評を博した。また、東京

都など研究会において成果を発表した。 

 3 年生の探究実験では研究テーマごとに生徒の主体的な学びが展開され、プレゼンテーション

能力の育成にも良い機会となっている。 

 生徒の理系教科への関心を引き出す取り組みとして、首都大（都立大）や、東京理科大

研究室見学（ツアー）を実施した。 

 

⑦ 読書教育の推進  

読書教育を重要な教育活動のひとつと捉え、6 年間のプログラムを確立する。最終的な目標と

して、新書レベルの本を年に数冊から 10 冊は読むことができる力をつける。生活において「読

むこと」を習慣化し、生涯にわたって学び続ける姿勢を育成する。 

【報告】 

 全国高校生読書体験記コンクールにおいて、5 年生の生徒 1 名が 9 万点以上から中央入

賞者 8 名のうち 1 人となり、「全国高等学校長協会賞」を受賞した。 

 

 （ウ）教育成果の検証 

① 学力推移調査・新学力テストのクロスデータの分析を行い、授業へのフィードバックを行う。 

【報告】 

 基礎学力の積み上げと新分野の学力育成について模試のクロスデータ分析を行い、職員

会議や科会で情報共有を行った。英語、数学、国語科では授業展開について科会で検討

を続けている。また中学校の担任は生徒や保護者との個人面談において、生徒の得意分

野を伸ばすための情報提供を行った。 

 

② 学校評価 

教育の内容・成果等について、以下のように評価を受け、学校として教育力や教職員の意

欲を向上できるよう、学校評価委員会等から改善案を提案する。評価結果をまとめ、随時、

監事及び理事会に報告する。 

 入試志願者数（総数並びに実数）の推移を大切な外部評価のひとつと受け止め、教育内

容の改革・改善を図る。 

 保護者会（年４回）・授業参観・恵泉デー・スプリングコンサート・講演会等の開催お

よびウェブサイトなどにより、教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を積極的

に提供する。 

 授業参観アンケートなどにより恵泉会その他の学校関係者による評価を受けるとともに、

その結果を教科、学年で共有する。 

 年度終了時に学校評価アンケートを継続的に実施し、改善を積極的に行う。 

 入学者のアンケートを分析し、保護者の学校理解を促し、課題があれば継続的に検討す

る。 
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 生徒の可能性を様々な角度から分析し、進学選択の多様性を支援する。 

【報告】 

 受験生増＝期待増と受け止め、さらなる改革・改善を図る。 

 classi のアンケート機能を用いて分析した 

 

③ 学外コンテスト等の研究発表を奨励し、積極的な参加を促し、客観的な評価の一つとし

 て位置付ける。 

【報告】 

 第 12 回田辺聖子文学館ジュニア文学賞で、中学 3 年生が（公財）「文字・活字文化推進

機構賞」を受賞。5 年生が集英社文庫 100 冊の寄贈を受けた。 

 課外サイエンスアドベンチャーで、物理班「第 35 回モデルロケット全国大会」定点着地

競技で個人 4 位、団体総合女子チーム中で 2 位。生物班「第 59 回 生徒理科研究発表会」

において口頭発表を行った。 

 

 （エ）教育力の向上 

 年 2 回行う教員研修会により、教員の教育力の更なる向上を図る。 

 授業力を高めるために、教員相互の授業見学、研究授業等を行う。 

 教員の育成として、可能な限り外部機関での研修等を積極的に提供する。（キリスト教

学校教育同盟、私学教育研究所等が主催する各種教員向け研修会の積極的な活用） 

 海外プログラムの引率に関しては、英語科教員を軸に他教科の教員にも研修機会を与え、

学園の国際教育を担う人材の育成に努める。 

 ICT を活用した教育方法を調査し、教育に積極的に活用する。 

【報告】 

 8 月に「新時代を見据えた授業改革」をテーマに研修会を実施した。例年 3 月に実施し

ている 2 回目の研修会は休校のため開催できなかった。 

 ICT 教育推進委員を中心に ICT を活用した教育方法や教育設備について、他校の授業見

学や研修セミナーに積極的に参加し、事例研究を重ねた。 

 

２. 学びの支援 

 （ア）学習支援の確立 

① e-ポートフォリオの活用 

 2018 年度に始めた 4 年生の活動報告書（e-ポートフォリオ：生徒の学校生活・成績・進

路・指導履歴等の記録）の作成を 4・5 年で実施する。 

【報告】 

 4・5 年が Classi を用いた主体的学びの振り返りが 2 年目になり、e-ポートフォリオを活

用して積極的に記録する方向に進んだ。 

 

② オーストラリア留学制度 

 短期・中期・長期と整えられたオーストリア留学制度を活用し、参加する生徒の英語力

の向上、異文化体験のみならず、将来、世界の舞台で活躍できる国際感覚に優れた人材

の育成に力を入れていく。探求型学習の支援体制を整える。 

【報告】 

 オーストラリアへの短期留学から一年留学へ、さらに現地大学への進学につながる生徒

が出た。 
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③ 情報を活用した学び方の体制を整える 

 探究型学習に対応した学び、授業、自習など多様な学びの形態に対応できるようにする。

課題の見付け方やつくりかた、目的や意図に応じた情報の集め方や調べ方、整理・分析

の仕方、まとめ方や表現の方法、報告や発表・討論の仕方などを系統的に適切に指導で

きる態勢を整える。 

 ICT インフラが整いつつある中で、メディアセンターにあるタブレット PC８５台の活

用を計る。タイピング、文書・表計算・プレゼンテーションソフトの使い方等の技術向

上を目指す。 

 新しい学習をサポートする BYOD（Bring Your Own Device）を検討する。 

【報告】 

 英会話等の授業で Google Classroom への課題提出等の取り組みが始まった。 

 電子黒板を導入し、生徒のプレゼンテーションや情報を活用した授業展開の研究が進ん

だ。 

 

④ 全校で取り組む読書の習慣化 

 メディアセンターの活用を促すとともに、「読書ノート」、「自学・読書」の時間、総

合におけるノンフィクション読書等、各学年において働きかけを継続し、学校全体で読

書の習慣化を目指す。 

【報告】 

 3 年生には読書ノートの中で「リストに推薦する本」を探させる取り組みをしており、

そのために中学生でも読みやすいノンフィクションコーナーの設置を行った。 

 4 年生の貸出冊数は、合計 2018 年度 733 冊、2019 年度 1,227 冊、一人当たり 2018 年

度 3.8 冊、2019 年度 6.5 冊と増加した。図書委員会講演会講師でお招きした阿部智里シ

リーズや、10 数年ぶりの新刊が話題になった十二国記シリーズ等いくつかのシリーズに

関心を寄せ、周りを巻き込んで読む生徒が増えたことなどが要因。 

 今年度から図書委員会とメディアセンターのコラボ企画として、従来 2 年に一度前後期

各 16 人ずつ依頼して作成していた読書案内を専任教員全員参加型の冊子(『こもれび』)

として発行した。 

 この他、コロナウィルス感染防止による休校のため、春休み貸出が全く行えなかった。 

 

⑤ メディアセンターの読書・探究型学習支援環境の創造 

 書棚をめぐることによって知的好奇心が刺激されるような空間にする。 

 国際交流に関する図書館の充実をめざす。 

【報告】 

 信和会図書委員会と協働し、「赤毛のアン名言パズル」など生徒の継続的な読書習慣の

促しを計るための掲示物制作やメディアセンターニュースの発行を工夫した。 

 メディアセンター内第二学習室「てらこ」の扉を改修し独立性を高めたことにより学習

環境が改善された。 

 

⑥ 学習ノートの活用とチューター制度の充実 

 学習ノートや試験前後の学習計画表・試験結果表を活用し、生徒がわかるまで学ぶ学習

態度を身につけることを支援する。そのためにチューター制度の一層の充実を図る。 

【報告】 

 学習ノートのチェック等丁寧な指導を組織的に実施している。 
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⑦ JET プログラム（The Japan Exchange and Teaching Program）の活用（2015 年度開始） 

 ネイティブの英語指導助手によって授業のサポート等を行う「JET プログラム」を積極

的に利用し、英語の学習効果を高める。 

【報告】 

 毎年、中学・高校それぞれ 1 名計 2 名の英語教育助手のサポートで 1 年から 5 年までの

英会話授業を運営し、Communicative English の習得に効果を上げている。 

 

⑧ 東日本大震災の被災地との関わりによる学びの継続 

人間や社会に対する問題意識を深めるため、年 1回の被災地訪問を 2018年度まで継続した。

改めて支援のあり方について検討する。 

【報告】 

 2019 年度 3 月の歌津訪問はコロナウィルスの関係で中止となった。 

 

（イ） 進学支援の確立 

 生徒の進路実現を強力に支援するため、生徒が希望する進学先の多様化へ対応し、生徒

の第一志望大学への入学率向上を目指す。 

なお、進学に関わる数値目標の設定は生徒の進路実現のための一つの手段である。教員・

生徒ともに本来の学びの目的を常に確認し、生徒が自己実現のために学びたいことを学べ

る分野への進路実現を図る。 

 生徒自身が多様な分野への進学の可能性を見出すように支援するとともに、教育理念に

基づく教育展開の成果指標として、「国際」分野と「理系」分野への進学数値目標を設

ける。2019 年度はこれまでの進学実績を再検証することから始める。 

 一般入試に加え公募 AO などの入試の多様化に対応する。 

 進学先の多様化へ対応する。（総合グローバル系、総合科学系、海外他） 

 各教科は模試における偏差値の目標を定め、達成へ向けた具体的方策を立てる。模試の

結果は教科の内外で検証する。 

 一元化した模試情報を蓄積・把握し、そのデータを用いて生徒の指導に役立てる。 

【報告】 

 6 年間で一貫した進路開拓プログラムの中で、3 年生有志が JICA 東京の見学や、近隣

銀行で職業体験を行った。 

 世田谷区選挙管理委員会の協力を得て、主権者教育の充実や、判事による模擬裁判の授

業を継続実施。 

 生徒向けに、大学の学問領域研究会の実施、中央大学と法政大学の合同説明会、卒業生に

よる AIU(秋田国際教養大学)の説明会、法政大学の田中総長の講演会などを実施した。また、

教員向けには GW を通して大学の入試方法の変更点などを進路指導部から発信し、情報共

有を図った。 

 生徒の受験した模試の結果分析を職員会議で共有し、教科指導や生徒面接に役立てた。 

 

 （ウ）奨学金の充実 

 勉学意欲がありながら経済的理由により修学困難な家庭に、奨学金を支給し支援する。 

 公的奨学金等の制度を適切に生徒の家庭に周知するとともに、国や都の動向に十分注意

を払い、制度の変更や新たな制度の創出に適切・迅速に対応できる体制を強化する。 

 同窓会や恵泉会の奨学金支援、学園の奨学金制度により、生徒の学びの継続や学習意欲

の向上がより一層図られるよう努める。 
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【報告】 

 同窓会奨学金を 3 年生の中期留学者の支援にあてた。 

 就学支援金制度の周知及び適切な事務対応により、奨学金の運用が充実した。 

 

 （エ）心と身体のケア 

 入学した生徒を 6 年間大切に育てる「6 年一貫教育」において外部進学者・中途退学者

を「学校の問題」として捉える。その上で、6 年間での退学率 3％未満を目標とする。 

 法律や学校安全計画に則り、生徒・教職員等の安全・衛生面に十分に配慮する。 

 現行のカウンセリング体制のもとに、生徒の動向に注意を払いつつ適切な対応を行う。 

 保健室、カウンセラー、担当教職員やスクール・ソーシャル・ワーカーが連携し、個別

生徒の支援に協働してあたるとともに、生徒の全体的傾向を総合的に分析して、生徒の

指導・支援に役立てる。 

 定期的に養護相談室連絡会、学校保健委員会を開催し、生徒、教職員の心身のケアに努

める。 

 インフルエンザ等流行性疾患に対して、罹患者数等を正確に把握し、学内での感染防止

に努める。 

 教職員の心身の健康維持と予防に努め、必要に応じてケアチームで対応する。 

 変形労働制を導入し、教員の働き方改革を行う。 

【報告】 

 問題が発生した際、ケース会議を開き、原因究明と除去に対応した。 

 コロナウィルス感染拡大防止対応で 3 月 2 日より休校を実施した。 

 2018 年度に導入した教務システム(e-教務）を有効に使って、毎回の授業や HR での出欠管

理、通知表や指導要録などの記入業務の負担軽減を図り、業務の効率化を進めた。 

 インフルエンザによる学級閉鎖が 1 クラス発生した。 

 変形労働時間制度の導入により、様々な課題が明確になってきた。試行錯誤しながら、

より働きやすい環境づくりを継続する。 

 

 （オ）生徒生活支援 

 担任等による聞き取りで、生徒の動向といかなる支援を必要としているかを把握し、必

要に応じてカウンセラー、スクール・ソーシャル・ワーカーへの紹介、奨学金について

相談を行う。 

 保護者のためにキリスト教を基軸とする教育相談窓口を開設する。 

 ハラスメント防止規程等規程やガイドラインを整備し、生徒の生活支援、教員の生徒指

導支援の平準化を図る。 

【報告】 

 2 名のカウンセラーとスクール・ソーシャル・ワーカーの連携が進み、生徒、保護者双

方への支援が広がった。 

 恵泉会宗教部主催の「聖書を学ぶ会」はキリスト教を基軸とする教育相談の機能も果た

している。 

 2018 年度恵泉会主催で好評を博した「アンガーマネージメント講習会」を保護者会で

全学年の保護者に向けて実施した。 

 

 （カ）防災防犯対策の充実 

 防災非常食の点検・補充を行い、非常時に備える。 

 避難訓練、AED 講習会、自衛消防訓練、防犯訓練を積極的に行い、様々な状況の中での
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緊急時の行動の仕方を身に着ける防災教育を推進していく。 

 本校が取り組んでいる安全対策についてウェブサイトに掲載し、周知を図る。 

 保護者一斉メール配信システムを刷新し、災害時、不審者情報、休校、クラブ活動、行

事の中止等の連絡網とし、保護者会出席の有無などアンケート機能も活用する。 

【報告】 

 信和会役員やクラブリーダーと共に防災食と非常簡易トイレの設置を体験的に学んだ。 

 保護者と学校の連絡システムとして Classi を導入し、迅速に漏れなく連絡を取れるよう

になった。 

 

３．社会への発信 

 （ア）人材の輩出 

平和を創り出す女性を育成し、高等教育機関へ送り出す。 

 

 （イ）教育理念・成果の発信 

 魅力ある学校を示す広報を継続する。 

 ウェブサイトの更なる充実を図る。毎日繰り返し見ることが楽しみになるような、生徒

の様子や学習の成果などを発信していくことを心掛ける。 

【報告】 

 恵泉教育を伝える取り組みとして、本校の人間教育と知を育てる教育を融合した実践で

ある「感話」を Web サイトに定期的に掲載した。 

 

 （ウ）入試広報 

 入試広報の基本方針 

建学の理念や教育方針、また教育活動や教育成果について、受験生の学校選択に資する情

報提供に努める。 

 入学志願者数について実質倍率の目標値を 2.0 倍以上とする。 

 保護者や受験生のニーズに応える入試広報の内容と提供の方法を再検討する。 

 Web サイトを活用して、教育活動や生徒の学習の様子が伝わるように工夫する。 

 入試日程については、受験生の動向に注視し、単年度ごとに見直していく。また、出願

手続の方法についても、最適な方法を導入していく。 

【報告】 

 第２回入試に当たる 2月2日が日曜日となったため、3回の入試を全て午後入試とした。

第２回入試は 4 科入試を実施してきているので、2 科・4 科選択制とすることで従来の

入試との継続性を維持した。その結果、志願者数受験者数ともに大幅に増え、実質倍率

は 3.1 倍となった。 

 

（エ）地域の課題解決 

昨今の住民意識の変化などに対応するために、自治会、商店会、近隣校等との交流を活発

に行い、教育活動への理解と支援をお願いするとともに、学校が地域社会の一員であるこ

とを自覚し、地域と共にある姿勢を保持する。 

【報告】 

 地域の方々と防災等の協力体制について検討した。 

 クリスマス奉仕や近隣商店街へのフラワーポットの提供、近隣保育園への花苗の提供等

の活動は継続している。 
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４．継続と展望 

 （ア）マネジメントサイクルの確立 

 中期計画をもとに年度の目標（目標値）および担当を定めた計画を策定し実施するとと

もに、年度ごとの進捗状況を理事会に報告し、継続的な PDCA サイクルを明確にする。 

 外部評価を受け止め、教育内容の改革・改善を図る。 

【報告】 

 継続的な PDCA サイクルの構築には至らなかった。今後の課題である。 

 

（イ）健全な財務の構築 

 入学志願者の確保に注力し、定員の 1.1 倍の入学者数を目標とする。 

 生徒数 1,160 名を維持する。 

【報告】 

 適正な入学者数を得るとともに丁寧な指導により退学者数の抑制に努めた結果、目標と

する在籍者数を確保することができた。 

 人件費の抑制、経費削減、助成金申請等により中高部門での収支均衡は維持できている。 

 

 （ウ）人材の確保と育成 

 本校の教育理念の周知徹底のため、キリスト教教育を中心とした新任研修を含めた育成

プログラムを充実する。 

 人事計画に従い、教育活動に必要な人員・人材を確保する。 

 行事等の見直しを行い、働き方改革を実現し、教員が教育に専念できる環境整備に努め

る。 

【報告】 

 人事委員会を強化し、計画的に適正な人材の確保に努めた。 

 行事の教育効果の検証を行った結果、全体として非常に教育効果が高いという結果を得

た。今後スクラップ＆ビルドをどのように行っていくかが課題となる。 

 （エ）校外圃場の維持 

 園芸教育の質を維持するため、赤堤畑と経堂畑は今後も利用する。 

 園芸用地の取得を視野に入れて、中断している積み立てを再開する。 

【報告】 

 赤堤畑の借用は 2019 年度で終了することとなった。引き続き、2020 年度は新たな園芸

農地を借用し、園芸教育を展開する。 

 

 （オ）施設整備計画の策定 

 中長期施設設備改修計画に基づき、教育環境の維持・整備を図る。 

 体育館空調機増設工事 

 空調設備の更新（2018 年度からの 5 か年計画） 

 理科教育・園芸教育環境の整備 

 テニスコート人工芝張替 

 外塀改修・整備 

 他 

【報告】 

 体育館空調機増設により、夏休みクラブ期間等、熱中症対応が可能となった。 

 公的助成金を得ながら、空調設備の更新、理科教育設備整備、万年塀の改修などを実施

し、教育施設設備環境の改善・拡充を効果的に進めた。 
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□ 大 学 

1）基本方針 

  2016 年度大日向雅美学長就任より教育目標としている「生涯就業力を磨く」を、真に具現化する

ために全教職員が各役割を日々徹底して実践する。 

 

１．教育の徹底 

 学生一人ひとりに「生涯就業力を磨く」ための教育を徹底し学力を向上させる。 

(ア)生涯就業力カリキュラムの確立 

(イ)授業改善の取り組み 

(ウ)基礎学力の確立 

(エ)教員力の充実 

 

２．学びの支援 

 「生涯就業力を磨く」ための学びの支援により、在学中はもとより卒業後に及んで、学生満足度を

確実に上げる。 

 (ア)学修および学生生活支援 

 (イ)就職活動支援 

 

３．社会への発信 

 「生涯就業力を磨く」学生、卒業生と、その教育内容を学内外のステークホルダーに具体的に広報

していくことで、「生涯就業力を磨く」恵泉ブランドを社会に発信していく。 

(ア)インナーブランディング 

(イ)アウターブランディング 

(ウ)地域貢献活動 

(エ)教育成果の発信 

(オ)研究成果の発信 

 

４．継続と発展 

 上記 1. 2. 3.の検証として各年度数的評価を主として行い PDCAサイクルにより改善していく。その

結果入学定員を確保し収支のバランスを図り、2023年度より大学単体での黒字経営を実現する。 

(ア)入試広報(学生募集) 

(イ)収支バランスと財務計画 

(ウ)教職員数と人件費 

(エ)ガバナンス体制 

(オ)PDCA サイクルの確立 

(カ)人財の育成（FD/SD 研修会） 

(キ)施設設備計画の策定と実施 

 

 

2）事業計画の概要  

〇「生涯就業力」＝「生涯にわたって自分らしく生きる目標を忘れず、身近な大切な人、地域・社会

のために尽くして生き続ける力」の理念は、“小規模大学” “女子大学” “都心から離れたとこ

ろに所在する大学“ ”キリスト教主義の大学“という、今日、社会一般的にはネガティブ要因とさ

れている本学の特性を逆転発想でプラスへと転化することに大きく寄与するものである。そのことを

すべての事業計画の基本とし、通貫を図る。 
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【報告】 

2019 年度については、上記基本方針と「授業計画の基本」に準じた計画に対して概ね達成できたとい

える。以下具体的な報告にて記述する。 

 

〇「生涯就業力」のさらなる深化・可視化を図り、インナーブランディング・アウターブランディン

グ戦略を徹底する。 

 

【報告】 

アウターブランディングの成果として以下ランキングされた。 

THE 世界大学ランキング日本版 2020 で「国際性」全国 25位、首都圏女子大 4 年連続 1 位 

THE 大学インパクトランキング 2020 で「世界の大学の SDGｓ社会貢献度調査」 

以下全国順位 

＜総合＞ 39 位タイ（首都圏大学 15 位タイ） 

＜分野別＞ 

SDGs４：1 位タイ（首都圏大学 1 位タイ） 

SDGs５：1 位（首都圏大学 1 位） 

SDGs７：20 位タイ（首都圏大学 9 位タイ） 

SDGs12：33 位タイ（首都圏大学 17 位タイ） 

SDGs15：23 位タイ（首都圏大学 33 位タイ） 

SDGs16：22 位タイ（首都圏大学 9 位タイ） 

SDGs17：36 位タイ（首都圏大学 14 位タイ） 

 

〇“入学後、生徒を伸ばしてくれる大学” “教育のきめ細やかさ”“国際性”等、これまで本学は高

い評価を得てきたが、学生の何を、どのような方法で伸ばすのか、教育のきめ細やかさとは何か、本

学の特性との関連のもとで改めて精査し、体系化・全学的な組織化と共に、PDCA サイクルの徹底を図

る。 

 

【報告】 

現在のカリキュラムの見直し改善を行い、2021 年度より新カリキュラム「生涯就業力カリキュラム」

を確立する。ディプロマ・ポリシーを 2019 年度末までに各学科教務委員を通じて意見を求め、各学科

教育目標についてそれぞれ焦点をしぼり、共通言語化を図った。2020 年度にはそれをさらに広報活用

できるように共通言語化していく。また、新カリキュラム作成に向けて、本学の「生涯就業力カリキ

ュラム」と SDGs との連関を考慮し、大学全体のディプロマ・ポリシーについて一部文言加筆による改

定を行った。 

また、本学の「国際性」を具現化するプログラムであるフィールドスタディとコミニティサービスラ

ーニング（FS/CSL）においても、学期ごとのプログラム実施（各報告会含む）を順調に実施した。深

化・体系化については継続課題だが、2020 年度 5～8 月期に文科省情報ひろばでの展示機会を得ること

が決定したこともあり、その深化・体系化をいっそう進める契機にする。 

教育の質向上を常に目指していくために、自己点検・評価活動の遂行を徹底し、PDCA サイクルを確実

なものとしている。中期計画を各年度の事業計画に反映する際、特に 2019 年度計画の立案に際しては、

各項目において必ず数値目標を掲示した。数値目標を掲示できない場合は、数値でない他の何を基準

に計画の確認、修正をしていくことが可能であるかを明確に掲示していくようにした。 

具体的には、教育・事務の各部門の実施徹底をはかるべく、毎月の事業計画進捗状況報告で実施確認

をしている。事務局の各課では毎月、教員組織の各委員会では年 2回実施確認をおこなった。 
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・インナーブランディングの充実・徹底は在学生の教育・学修支援の一層の充実であり、その具体的

な目標を退学者対策・中退ゼロに置く。 

具体的には、2018年度に一定の成果をあげた学年担任会の活動、およびラーニングコモンズ等の学修

支援活動の継続・強化を図る。 

 

【報告】 

2019 年度より全学的に退学者ゼロを目指した取り組みを始めた。FDSD 研修会による教職員一人ひとり

の意識改革と同時に、退学者ゼロプロジェクトを立ち上げた。 

学年担任制の深化として、新入生を対象に 4 月中に全員面談を実施した。これに基づいた相談制度も

実施したが、未達の部分も残っているため、2020 年度から実施する「学生状況把握・対応フロー」を

作成し、学年担任の学生対応に係る役割について明確な位置付けを行った。 

ラーニングコモンズについては 2019 年度も充実した展開ができた。 

実施曜日・時間 : 月、火、水、金(2～5 限)、木(2限) ※日により実施時間帯は異なる。 

実施回数 : '17 秋;179 回実施 / '18 春;125 回実施 / '18 秋;160 回実施 /  

'19春;175 回実施 / '19 秋；166 回 

 

・学生一人ひとりが恵泉での学びが自身の将来の人生を確かに生きる力となることを自覚できること

が、女子高等教育機関として大学が学生に提供する学びの使命の基本であり、大学への信頼もこの点

が核となる。 

すべての授業・ゼミ等でこの点の徹底を図り、そのためのカリキュラム改革を進めつつ、まず 2019 年

度には「生涯就業力 STEP1～７」科目を新設・開講し、生涯就業力の可視化と明示化を図る。 

 

【報告】 

2019 年度入学生から必修「生涯就業力 STEPⅠ～Ⅶ」カリキュラム開始（2 年生以上は共通キャリア「生

涯就業力 STEPⅢ～Ⅶ」としてカリキュラムに追加）。1･2 年生には自校教育を含め、恵泉での大学生

活を豊かにするためのプログラム構築を目指し、学長室中心に授業運営がなされた。 

2019 年度の履修学生の声（毎回授業のコメントペーパー、授業評価アンケート含む）、ゼミ担当教員

や授業担当者からのフィードバック、FDSD 研修会での議論などを含めた反省をもとに、2020 年度から

の授業運営の見直しを図るため、2019 年度末に生涯就業力 STEP コアメンバー教員チーム（7名）を組

織し、2020 年度授業に向けて準備を開始した。 

なお、教職員には教授会、職員部会、FDSD 研修会で、学生には生涯就業力 STEP 授業内で、また保証人

には保証人会の機会等を活用して周知を図った。2020 年度も継続して本授業の意義の周知徹底に努め

ていく。 

 

・「生涯就業力」は文字通り、女性の人生の生涯にわたって磨かれるべきものであり、その支援に注

力することは女子大としての本学の使命でもある。 

NPO 法人あい・ぽーとステーションとの連携のもと、2017・2018 年度に試行的に実施してきた卒業生

のための「生涯就業力」講座のさらなる充実と明確な位置づけを図る。 

女性たちが何があっても人生をあきらめないための支援という観点からも、広義の中退ゼロ対策とし

て位置付ける。 

 

【報告】 

卒業生を対象とした「生涯就業力」の学びへの支援については、引き続き子育てひろば「あい・ぽー

と」を会場にした「生涯就業力講座」を開講、実施した。なお、「生涯就業力」の社会へのさらなる
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発信展開をはかるべく、近隣の行政と協働で地域の方々と学生を対象とした新たな「子育て支援プロ

グラム」も企画中である。 

また、教職員一人ひとりが「生涯就業力」とは何かを常に問い続け、自身の言葉で語り、それを日常

の職務等の中で実践するように努めている。 

 

・FDSD研修会もこの観点から、新たな事業計画を打ち立てる。 

 

【報告】 

FDSD 研修会の見直しと推進を行った。 

2019 年度年間テーマを「生涯就業力」として、「生涯就業力」の理解と周知を徹底した。 

なお、2019 年度は全 8 回開催し、うち 8 月は全教職員が参加できる機会として設定。生涯就業力 STEP

授業および中退ゼロ目標に係る具体的テーマで展開した。 

2020 年度に向けて、継続して中退ゼロを目指すための「学生状況把握・対応フロー」が策定されたこ

とは、一つの成果である。 

「生涯就業力」に対する共通理解の醸成に関しては引き続き取り組んでいくこと、中退ゼロに向けて

の取り組みについては一定の成果を上げたこと、さらに 2020年度に向けて継続されるテーマのもとで、

より「授業改善」や「教育力充実」に注力すべきと総括した。 

https://www.keisen.ac.jp/about/activity/fd  （掲載済） 

また、FDSD 研修会とは別に、職員 SD研修会を平日午前中の 1 時間で全 11回開催した。そこに学長も

出席し、教職協働体制への一層の充実がはかられた。 

職員 SD 研修会において実施した「事業計画進捗状況報告」において、顕著な成果が見られたことか

ら、教員の各委員会活動における事業計画進捗状況報告の実践に適用した。 

 

・社会から大学に求められている地域貢献にも、「生涯就業力」の理念を改めて明確にする。なお、

ここにおける地域を、大学の所在する多摩地域はもちろんのこと、グローバルな視点で世界・アジア

各地にも広げることで、国際的な教育に注力してきた本学の特性を生かすことになる。特に、2018 年

度に締結した韓国梨花女子大との協定を足場に、「生涯就業力」を世界に発信するという目標を明確

化する。 

そのためにも CSV（Creating Shared Value）となる取組みを目指す。 

平和構築に貢献する自立した女性として活躍する力でもある、「生涯就業力」に込められた理念をグ

ローカルに展開し、従来にない新たな価値としての醸成を図る。 

 

【報告】 

2018 年度に学術締結した韓国梨花女子大学との協定をもとに 2019 年度に教育交流プログラムを韓国、

日本において 2 回実施できたことは成果であった。 

一方、大学を広義の地域/社会貢献活動のためのプラットフォームと位置付けることについては、その

意義が確認されたことであり、さらなる発展に向けた継続課題とする。 

そのためには大学全体の年間行事の見直し、あるいは教員の研究社会的活動の精査を行い、地域に開

かれた大学の在り方についてその役割・意義付けを明確にしていくこととする。長期的かつ広角的視

野で生涯就業力プログラムの拡大と普及を行っていきたい。 

 

 

  

https://www.keisen.ac.jp/about/activity/
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３．財務の概要 

（１）決算の概要 

1) 貸借対照表の状況 

    資産の部合計は 15,504,324 千円で、昨年度末に比べ 217,811 千円減少した。また、負債の部合計は

1,494,339 千円で、昨年度末に比べ 186,401 千円減少した。その結果、純資産は 14,009,986 千円で、前

年度末に比べ 31,410 千円減少した。主な増減内容は次のとおり。 

① 有形固定資産 

南野キャンパス校地の売却により、土地・建物・構築物で 1,459 百万円減少した。またこれに伴い、旧

短大図書の除却を行い 29 百万円減少した。有形固定資産全体の取得は 228,165 千円、他方、減価

償却額は 270,781 千円であり、その他の更新資産の除却等の結果、有形固定資産は 1,538 百万円

減少した。 

② 特定資産 

特定資産の繰り入れ・取り崩し方法に変更はなく、特定資産全体としては 42,818 千円の増加となっ

た。 

基本金対象の特定資産の増減はない。 

③ その他の固定資産 

収益事業の休止に伴い、収益事業元入金を回収した。 

④ 流動資産 

現金預金は 1,050 百万円増加した。流動資産は前年度に比べ 1,161 百万円増加し、2,088 百万円と

なった。要因としては、上記校地売却による現金預金の増加の他に、2019 年度の退職金支出の増加

（昨年比△107 百万円）に伴う未収入の退職資金の増加（昨年度比△107 百万円）がある。特定資

産、現金預金、有価証券等、学園の金融資産は、約 5,442 百万円となった。 

⑤ 借入金 

借入金は、世田谷校舎建築資金借入金 166,644 千円の返済を行い、2019 年度末の借入金残高は

305,525 千円となった。 

⑥ 基本金 

世田谷キャンパスの空調機器の更新や多摩キャンパスの情報機器更新など第 1 号基本金の増加要

因はあったが、上記校地売却により取り崩しが大きく全体としては 1,519 百万円の減少となった。第 2

号基本金、第 3 号基本金、第 4 号基本金の増減はない。 

⑦ 繰越収支差額 

学園の純資産は 31,410 千円の減少であった。翌年度繰越支出超過額は 4,214 百万円となった。 

 

2) 収支計算書の概要 

  資金収支計算書 

□収入の部 

収入合計は収入の部合計 5,234,567 千円から繰越資金 878,051 千円を除いた 4,356,516 千円で、今

年度予算(5,494,978 千円－878,052 千円＝4,616,926 千円）に対して 260,410 千円減少、昨年度実績

2,928,506 千円（4,172,959 千円－1,244,454 千円）に対して 1,428,010 千円増加した。減少の主な要因

は、予算比では資産運用にかかわる売却収入を実施しなかったことであり、昨年度実勢比では校地売却

による増加である。 

□支出の部 

支出合計は支出の部合計 5,234,567 千円から繰越資金 1,927,651 千円を除く 3,306,916 千円で、今

年度予算（5,494,978 千円－1,987,874 千円＝3,507,104 千円）に対して 200,188 千円減少、前年度実績

（4,172,959 千円－878,052 千円＝3,294,908 千円）に対しては 12,008 千円増加した。 
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  事業活動収支計算書 

□事業活動収入の部 

事業活動収入計は2,930百万円で、今年度予算に対して85百万円増加、前年度決算値に対しては、

370 百万円増加した。 

① 学生生徒納付金収入は、前年に比べ大学は 109 百万円の増加、中高は 22 百万円の増加となり、

法人全体では 131 百万円円の増加となった。 

② 経常費等補助金収入に関しては、大学は昨年度比 21 百万円増加し、中高は 12 百万円の増加とな

り、法人全体では 33 百万円の増加であった。 

③ 雑収入の昨年度比 101 百万円の増加は、退職資金収入の増加が主因である。 

④ 資産売却差額は主に南野キャンパス売却によるものである。 

□事業活動支出の部 

事業活動支出合計は 2,961 百万円で、今年度予算に対して 7,315 千円減少、前年度決算値に対して

は、133,252 千円増加した。 

① 人件費については、人数の増加による増額もあり昨年度比 140 百万円増加している。そのうち 91 百

万円は退職金関係であり、退職金の支給に大きく影響されるものである。 

② 教育研究経費の前年度比 43,755 千円の減少は、主に 2018 年度に世田谷キャンパスの校舎改修に

修繕費として計上されたことによる。2019 年度も引き続き同様の改修は実施したが、2019 年度は主

に建物支出として計上したため、事業活動収支には影響しない。 

③ 資産処分差額は、主に南野キャンパス売却に係る資産の引き渡しに係るものである。 

   □収支差額 

 以上の結果、教育活動収支差額は 2019 年度実績で 147,057 千円のマイナス、これに教育外活動収支

を含めた経常収支差額は 140,154 千円のマイナス、これに特別活動収支を加えた基本金組入前当年度

収支差額は 31,410 千円のマイナスとなった。基本金組入は、120,654 千円となり、予算比 67,891 千円の

増加となった。 

 基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を控除した当年度収支差額は 152,064 千円のマイナ

スである。 
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貸借対照表         2020 年 3 月 31 日 

 

 

(単位　円)

科目

固定資産 ( 13,416,578,795 ) ( 14,794,983,013 ) ( △ 1,378,404,218 )

有形固定資産 < 9,880,635,129 > < 11,418,473,692 > < △ 1,537,838,563 >

土地 4,887,284,203 6,244,758,089 △ 1,357,473,886

建物 3,620,114,920 3,801,361,504 △ 181,246,584

構築物 51,530,588 55,593,486 △ 4,062,898

教育研究用機器備品 265,860,655 249,654,795 16,205,860

管理用機器備品 21,512,353 12,919,977 8,592,376

図書 1,014,568,759 1,042,816,452 △ 28,247,693

車両 19,763,651 11,369,389 8,394,262

特定資産 < 3,327,124,498 > < 3,254,306,183 > < 72,818,315 >

退職給与引当特定資産 461,019,000 423,920,000 37,099,000

減価償却引当特定資産 1,513,850,000 1,476,670,000 37,180,000

教育充実資金引当特定資産 340,752,467 336,132,467 4,620,000

特別奨学金引当特定資産 69,499,400 68,055,400 1,444,000

恵泉フェロシップ引当特定資産 80,470,479 77,966,014 2,504,465

ﾐﾁｶﾜｲｸﾘｽﾁｬﾝﾌｪﾛｼｯﾌﾟ引当特定資産 29,275,000 29,191,000 84,000

河井奨学金引当特定資産 195,258,152 205,371,302 △ 10,113,150

第２号基本金引当特定資産 237,000,000 237,000,000 0

第３号基本金引当特定資産 400,000,000 400,000,000 0

その他の固定資産 < 208,819,168 > < 122,203,138 > < 86,616,030 >

電話加入権 2,610,797 2,610,797 0

敷金 79,000 79,000 0

保証金 200,000 100,000 100,000

有価証券 187,523,001 88,023,001 99,500,000

収益事業元入金 0 10,000,000 △ 10,000,000

奨学貸付金 18,143,300 21,182,000 △ 3,038,700

預託金 263,070 208,340 54,730

流動資産 ( 2,087,745,780 ) ( 927,152,707 ) ( 1,160,593,073 )

現金預金 1,927,651,331 878,051,862 1,049,599,469

未収入金 159,390,049 47,169,475 112,220,574

仮払金 293,730 1,314,876 △ 1,021,146

前払金 410,670 616,494 △ 205,824

資産の部合計 15,504,324,575 15,722,135,720 △ 217,811,145

負債の部

科目

固定負債 ( 873,777,118 ) ( 1,034,799,791 ) ( △ 161,022,673 )

長期借入金 166,630,000 305,525,000 △ 138,895,000

退職給与引当金 707,147,118 729,274,791 △ 22,127,673

流動負債 ( 620,561,842 ) ( 645,940,191 ) ( △ 25,378,349 )

１年以内返済予定長期借入金 138,895,000 166,644,000 △ 27,749,000

未払金 47,820,569 28,930,560 18,890,009

前受金 337,495,000 372,190,000 △ 34,695,000

預り金 96,351,273 78,175,631 18,175,642

負債の部合計 1,494,338,960 1,680,739,982 △ 186,401,022

純資産の部

科目

基本金 ( 18,224,273,642 ) ( 19,743,744,246 ) ( △ 1,519,470,604 )

第１号基本金 17,357,273,642 18,876,744,246 △ 1,519,470,604

第２号基本金 237,000,000 237,000,000 0

第３号基本金 400,000,000 400,000,000 0

第４号基本金 230,000,000 230,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 4,214,288,027 ) ( △ 5,702,348,508 ) ( 1,488,060,481 )

翌年度繰越収支差額 △ 4,214,288,027 △ 5,702,348,508 1,488,060,481

純資産の部合計 14,009,985,615 14,041,395,738 △ 31,410,123

負債及び純資産の部合計 15,504,324,575 15,722,135,720 △ 217,811,145

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減
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資金収支計算書

□収入の部 （単位：千円）

(A) - (B) 2018年度 （Ｂ）－（Ｃ）
予算（Ａ） 決算（B） 今年度予算差異 決算（C） 前年度決算差異

学生生徒等納付金収入 1,904,044 1,909,675 -5,631 1,778,310 131,365

手数料収入 34,700 58,958 -24,258 44,618 14,340

寄付金収入 38,540 37,972 568 49,983 -12,011

補助金収入 518,264 542,949 -24,685 517,894 25,055

国庫補助金収入 81,544 80,717 827 56,507 24,210

地方公共団体補助金収入 385,120 398,028 -12,908 385,348 12,680

東京都私学財団補助金収入 51,600 64,204 -12,604 76,039 -11,835

資産売却収入 1,862,750 1,563,380 299,370 165,909 1,397,471

付随事業・収益事業収入 70,630 84,366 -13,736 70,558 13,808

受取利息・配当金収入 10,100 12,548 -2,448 11,827 721

雑収入 167,297 174,029 -6,732 84,353 89,676

借入金収入 0 0 0 0 0

前受金収入 336,755 337,495 -740 372,190 -34,695

その他の収入 187,733 169,185 18,548 178,198 -9,013

資金収入調整勘定 -513,887 -534,041 20,154 -345,335 -188,706

前年度繰越支払資金 878,052 878,051 1 1,244,454 -366,403

収入の部合計 5,494,978 5,234,567 260,411 4,172,959 1,061,608

□支出の部

人件費支出 1,798,182 1,798,182 0 1,641,323 156,859

教職員人件費支出 1,605,063 1,605,063 0 1,555,003 50,060

退職金支出 193,119 193,119 0 86,320 106,799

教育研究経費支出 555,238 554,844 394 606,060 -51,216

管理経費支出 303,018 309,765 -6,747 303,555 6,210

借入金等利息支出 5,645 5,645 0 7,806 -2,161

借入金等返済支出 166,644 166,644 0 166,644 0

施設関係支出 128,533 127,706 827 153,196 -25,490

設備関係支出 107,978 98,743 9,235 111,773 -13,030

資産運用支出 441,454 263,998 177,456 292,117 -28,119

その他の支出 29,970 29,765 205 41,681 -11,916

予備費 1,058 0 1,058 0 0

資金支出調整勘定 -30,616 -48,376 17,760 -29,248 -19,128

翌年度繰越支払資金 1,987,874 1,927,651 60,223 878,052 1,049,599

支出の部合計 5,494,978 5,234,567 260,411 4,172,959 1,061,608

2019年度決算概要

科　　　目
2019年度
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事業活動収支計算書 （単位：千円）

(A) - (B) 2018年度 （Ｂ）－（Ｃ）
予算（Ａ） 決算（B） 今年度予算差異 決算（Ｃ） 前年度決算差異

学生生徒等納付金 1,904,044 1,909,675 -5,631 1,778,310 131,365

手数料 34,700 58,958 -24,258 44,618 14,340

寄付金 38,540 38,547 -7 50,523 -11,976

経常費等補助金 481,364 504,150 -22,786 470,978 33,172

国庫補助金 76,244 76,244 0 55,230 21,014

地方公共団体補助金 385,120 395,791 -10,671 384,710 11,081

東京都私学財団補助金 20,000 32,115 -12,115 31,038 1,077

付随事業収入 70,630 84,366 -13,736 70,558 13,808

雑収入 167,297 174,029 -6,732 73,403 100,626

教育活動収入計 2,696,575 2,769,725 -73,150 2,488,390 281,335

人件費 1,792,336 1,776,054 16,282 1,635,753 140,301

教職員人件費 1,605,062 1,605,062 0 1,555,003 50,059

退職給与引当金 115,959 99,677 16,282 37,068 62,609

退職金 71,315 71,315 0 43,682 27,633

教育研究経費 815,238 806,338 8,900 850,093 -43,755

管理経費 323,218 329,708 -6,490 325,568 4,140

徴収不能額等 2,854 4,682 -1,828 4,931 -249

教育活動支出計 2,933,646 2,916,782 16,864 2,816,345 100,437

教育活動収支差額 -237,071 -147,057 -90,014 -327,954 180,897

受取利息 10,100 12,548 -2,448 12,632 -84

その他の教育活動外収入 0 0 0 10,951 -10,951

教育活動外収入計 10,100 12,548 -2,448 23,583 -11,035

借入金等利息 5,645 5,645 0 7,806 -2,161

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 5,645 5,645 0 7,806 -2,161

教育活動外収支差額 4,455 6,903 -2,448 15,779 -8,876

経常収支差額 -232,616 -140,154 -92,462 -312,176 172,022

資産売却差額 100,000 106,936 -6,936 0 106,936

その他の特別収入 37,700 40,597 -2,897 47,898 -7,301

特別収入計 137,700 147,533 -9,833 47,898 99,635

資産処分差額 29,240 38,788 -9,548 3,813 34,975

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出計 29,240 38,788 -9,548 3,813 34,975

特別収支差額 108,460 108,745 -285 44,085 64,660

〔予備費〕 0 0 0 0 0

基本金組入前当年度収支差額 -124,156 -31,410 -92,746 -268,090 236,680

基本金組入額合計 -52,763 -120,654 67,891 -202,202 81,548

当年度収支差額 -176,919 -152,064 -24,855 -470,292 318,228

前年度繰越収支差額 -5,702,349 -5,702,349 0 -5,232,056 -470,293

基本金取崩額 1,647,700 1,640,124 7,576 0 1,640,124

翌年度繰越収支差額 -4,231,568 -4,214,288 -17,280 -5,702,347 1,488,059

（参考）

事業活動収入計 2,844,375 2,929,806 -85,431 2,559,873 369,933

事業活動支出計 2,968,531 2,961,215 7,316 2,827,963 133,252

2019年度決算概要

収
入

支
出

特
別
収
支

2019年度

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目

事
業
活
動
支
出
の
部

収
入

支
出

教
育
活
動
外
収
支
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(2) 経年（5 年）比較 

 

 

①資金収支計算書の推移

収入の部 （単位：千円）

学生生徒納付金収入 2,340,037 2,128,629 1,841,267 1,778,310 1,909,675

手数料収入 42,556 40,330 40,176 44,618 58,958

寄付金収入 50,982 48,759 44,120 49,983 37,972

補助金収入 598,211 525,590 480,549 517,894 542,949

資産売却収入 100,000 200,000 200,013 165,909 1,563,380

付随事業・収益事業収入 90,460 82,083 70,744 70,558 84,366

受取利息・配当金収入 20,164 17,851 13,130 11,827 12,548

雑収入 184,726 177,212 144,465 84,353 174,029

借入金収入 0 222,244 0 0 0

前受金収入 290,130 256,400 293,630 372,190 337,495

その他の収入 369,208 569,440 233,648 178,198 169,185

資金収入調整勘定 -599,487 -459,609 -381,426 -345,335 -534,041

前年度繰越支払資金 1,473,197 1,380,291 1,446,687 1,244,454 878,051

4,960,184 5,189,220 4,427,003 4,172,959 5,234,567

支出の部

2,079,623 1,980,523 1,779,100 1,641,323 1,798,182

教育研究経費支出 607,216 563,212 531,890 606,060 554,844

管理経費支出 268,738 276,226 274,934 303,555 309,765

借入金等利息支出 16,359 13,017 9,966 7,806 5,645

借入金等返済支出 186,644 388,888 166,644 166,644 166,644

施設関係支出 40,544 13,591 4,425 153,196 127,706

設備関係支出 90,292 42,897 30,103 111,773 98,743

資産運用支出 289,183 451,502 391,374 292,117 263,998

その他の支出 32,598 39,977 31,440 41,681 29,765

資金支出調整勘定 -31,304 -27,301 -37,328 -29,248 -48,376

翌年度繰越支払資金 1,380,291 1,446,687 1,244,454 878,052 1,927,651

4,960,184 5,189,220 4,427,003 4,172,960 5,234,567

2018年度2017年度 2019年度2016年度

収入の部合計

人件費支出

支出の部合計

科　　　目
2015年度
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②事業活動収支計算書の推移 （単位：千円）

学生生徒等納付金 2,340,037 2,128,629 1,841,267 1,778,310 1,909,675

手数料 42,556 40,330 40,176 44,618 58,958

寄付金 51,306 49,105 44,708 50,523 38,547

経常費等補助金 589,300 517,889 478,683 470,978 504,150

付随事業収入 90,460 82,083 70,744 70,558 84,366

雑収入 184,726 177,193 145,477 73,403 174,029

教育活動収入計 3,298,385 2,995,229 2,621,055 2,488,390 2,769,725

人件費 2,091,978 1,952,348 1,751,030 1,635,753 1,776,054

教育研究経費 949,631 877,035 806,156 850,093 806,338

管理経費 300,305 298,040 283,883 325,568 329,708

徴収不能額等 7,926 4,931 11,655 4,931 4,682

教育活動支出計 3,349,840 3,132,354 2,852,724 2,816,345 2,916,782

教育活動収支差額 -51,455 -137,125 -231,669 -327,954 -147,057

受取利息 19,812 20,351 22,365 12,632 12,548

その他の教育活動外収入 0 0 0 10,951 0

教育活動外収入計 19,812 20,351 22,365 23,583 12,548

借入金等利息 16,359 13,017 9,967 7,806 5,645

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 16,359 13,017 9,967 7,806 5,645

教育活動外収支差額 3,453 7,334 12,398 15,779 6,903

経常収支差額 -48,002 -129,791 -219,270 -312,176 -140,154

資産売却差額 0 20,000 2 0 106,936

その他の特別収入 13,140 8,558 3,170 47,898 40,597

特別収入計 13,140 28,558 3,172 47,898 147,533

資産処分差額 3,249 5,176 1,421 3,813 38,788

その他の特別支出 47 205 14,164 0 0

特別支出計 3,296 5,381 15,585 3,813 38,788

特別収支差額 9,844 23,177 -12,413 44,086 108,745

基本金組入前当年度収支差額 -38,158 -106,614 -231,683 -268,090 -31,409

基本金組入額合計 -259,189 -18,004 -8,267 -202,203 -120,654

当年度収支差額 -297,347 -124,618 -239,950 -470,292 -152,063

前年度繰越収支差額 -4,748,618 -4,945,965 -5,044,837 -5,232,056 -5,044,837

基本金取崩額 100,000 25,746 52,730 0 1,640,124

翌年度繰越収支差額 -4,945,965 -5,044,837 -5,232,056 -5,702,348 -4,214,288

2018年度 2019年度2017年度
科　　　　目

2015年度 2016年度

特
別
収
支

収
入

支
出

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出
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（３）主な財務比率 

 

（法人合計）
18年度医歯系除

大学法人平均

固 定 資 産 固 定 資 産

構 成 比 率 総 資 産

有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産

特 定 資 産 特 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産

流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産

固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

内 部 留 保 運 用 資 産 - 総 負 債
資 産 比 率 総 資 産

運 用 資 産 運 用 資 産 - 外 部 負 債
余 裕 比 率 経 常 支 出

純 資 産
総 負 債 + 純 資 産

繰 越 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

固 定 資 産
純 資 産

固 定 資 産
純 資 産 + 固 定 負 債

流 動 資 産
流 動 負 債

総 負 債
総 資 産

総 負 債
純 資 産

現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 引 当 退 職 給 与 引 当 特 定 資 産
特 定 資 産 保 有 率 退 職 給 与 引 当 金

基 本 金
基 本 金 要 組 入 額

減価償却累計額（図書を除く）
減価償却資産取得価額（図書を除く）

運 用 資 産
要 積 立 額

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

財務比率表（法人合計） 
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照
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事

業

活

動

収

支

計

算

書

経

営

の

状

況
13

12 減 価 償 却 費 比 率 9.3 11.8

97.3

14 -5.3 3.0

-5.0 4.5

13.9

17 65.2

348.716 前 受 金 保 有 率 571.2

71.2

15 負 債 比 率 10.7

12.214 総 負 債 比 率 9.6

18 基 本 金 比 率 100.0

-0.9 14.6

4.1 10.8

18.5 12.6

1.4 2.1

68.6 74.8

11.9 8.8

105.4 107.0

-1.1 4.6

29.0 33.4

93.0 70.9

90.4 87.8

90.1 91.7

95.8 98.8

21.5 22.2

86.8

63.7 59.9

13.5 13.2

1

11 基 本 金 組 入 率

10 補 助 金 比 率

9 寄 付 金 比 率

8

7

6

5 0.2 0.2

109.7 104.1 109.1 119.9

4 管 理 経 費 比 率

3

2 人 件 費 依 存 率

1 人 件 費 比 率 63.8 53.0

20 積 立 率

19 減 価 償 却 費 率 68.6 51.5

54.1 79.3

13

12 固 定 長 期 適 合 率

11 固 定 比 率

336.4 246.6流 動 比 率

10

9 純 資 産 構 成 比 率

8 1.7 1.9

-27.2 -14.3

7

6 4.0 5.4

25.5 25.7

5

4

5.6 6.8

区分 項目 財 務 比 率 算 式

3

2

1

19
年度

86.5
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（　大学　）

18年度
人文系平均

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

（中学・高校合算）

18年度
都高校平均

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

2.0

32.4

10.6

8.8

11.3

11.6

24.5

-42.9

-20.0

58.5

18
年度

18
年度

56.3

88.6

27.0

4.8

0.6

74.3

89.2

44.1

23.6

0.0

-42.4

149.3

83.3

1.4 19.5

9.5

36.3

11.6

-0.5

-1.1

-

65.9

121.3

11.8

0.7

-0.4

-

27.8

5.5

0.2

1.7

106.3

54.3

2.3

38.2

7.5

80.1

30.3

11.2

0.4

16.9
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3 37.1

90.22 人 件 費 依 存 率

19.3

1 人 件 費 比 率 70.2

区分 項目 財務比率算式
19

年度

経

営

の

状

況

事

業

活

動

収

支

計

算

書

-19.66

5 0.0

4 管 理 経 費 比 率

1.2

8 77.8

7 119.6

9 寄 付 金 比 率 0.7

1 人 件 費 比 率 56.3

19
年度

区分 項目 財務比率算式

58.9

3 22.6

2 人 件 費 依 存 率 89.995.9

25.1

5 0.4

5.24 管 理 経 費 比 率 3.4 4.4

0.7
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7 89.9

6 17.49.3
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11 基 本 金 組 入 率 0.0
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-22.7
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財務比率表（部門別）
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（４）有価証券の状況 

 

 

(5)借入金の状況 

  ①長期借入金 

   （借入先）                   借入残高         利率       返済期限      担保等   

   日本私立学校振興・共済事業団   55,550 千円     1.9%      2021 年 9 月  土地・建物 

   日本私立学校振興・共済事業団  111,080 千円     1.3%      2022 年 9 月  土地・建物 

 

            合計       166,630 千円 

 

 ②短期借入金              138,895 千円 

    

   □借入金期末残高           305,525 千円（①+②） 

  

100,000,000

（ 100,000,000 ） （ ） （ ）

988,171,000

（ 988,171,000 ） （ ） （ ）

1,088,171,000

（ 1,088,171,000 ） （ ） （ ）

1

1,088,171,001

（うち満期保有目的の債券）

時価のない有価証券

有価証券合計

合　　　　　　　計 1,052,240,116

100,389,000

100,389,000

951,851,116 △ 36,319,884

389,000

（うち満期保有目的の債券）

△ 35,930,884

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

貸借対照表計上額

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

当 年 度　（ ２０２０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

（単位　 円）

時　　　　価

951,851,116

差　　　　額

△ 36,319,884

389,000

△ 35,930,8841,052,240,116

（うち満期保有目的の債券）
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(6)寄付金の状況

 

円

募金テーマ 19年度目標 19年度配分 備　考

大学 奨学金のために 2,000,000 1,000,000 恵泉会からの使途指定分1,000,000円

国際交流・英語教育プログラムのために 500,000 500,000

恵泉地域言語活動研究会のために 200,000 200,000 東京ゾンタⅡからの使途指定分200,000円

障がい学生支援のために 250,000 250,000

生涯就業力教育のために 2,000,000 2,000,000

多摩キャンパス整備のために 3,000,000 3,000,000 恵泉会　食堂運営費補助　他

蓼科ガーデン整備のために 1,000,000 1,500,000 指定寄付

バラ園のために 0 170,000 指定寄付

小　　　　　　計 8,950,000 8,620,000

中高 中高園芸教育のために 500,000 500,000

奨学金のために 2,500,000 1,500,000 恵泉会からの使途指定分1,000,000円　他

芸術活動のために 1,000,000 1,000,000 課外活動補助

国際交流プログラムのために 1,000,000 1,000,000 海外研修補助

ICT教育推進のために 1,000,000 1,000,000

体育館冷房設備のために 2,000,000 2,000,000

小　　　　　　計 8,000,000 7,000,000

法人 100周年事業（年史） 0 1,000,000 指定寄付

学園史料室のために 1,000,000 1,000,000

花と平和のミュージアムのために 1,000,000 1,000,000

小　　　　　　計 2,000,000 3,000,000

18,950,000 18,620,000

(2020年3月31日現在）

　2019年度収入 20,096,276

　2019年度支出 18,620,000

　2019年度要組入額 1,476,276

≪恵泉フェロシップ特定資産残高≫
（単位　円）

2018年度末残高 79,147,964

2019年度特定資産取崩 2,153,761

2019年度特定資産組入 1,476,276

2019年度末残高 78,470,479

2019度恵泉フェロシップ募金テーマと配分額について

合　　　　　　　　　計
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（７）補助金の状況 

 補助金の状況は以下のとおりである。 

 

 

  

(単位：千円）

差異

（A)－（B)

国庫 81,544 80,717 827

地方公共団体 385,120 398,028 -12,908

東京都私学財団 51,600 64,204 -12,604

合計 518,264 542,949 -24,685

予算（A) 決算（B)補助金
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（8）財産目録（概要） 

 
 

 

 

15,504,324,575 円
10,517,635,129 円
4,986,689,446 円
1,494,338,960 円

14,009,985,615 円

一 資産
（一） 基本財産 10,517,635,129 円

1 土地 101,454 ㎡ 4,887,284,203 円

世田谷校地 17,329 ㎡ 643,580,411 円
伊勢原校地 20,559 ㎡ 93,317,861 円
多摩校地 30,412 ㎡ 3,132,649,210 円
町田校地 15,898 ㎡ 859,251,511 円
軽井沢校地 4,883 ㎡ 15,572,420 円
蓼科校地 12,358 ㎡ 142,500,000 円
その他 15 ㎡ 412,790 円

2 建物 50,249 ㎡ 3,620,114,920 円

（１） 世田谷校舎他 21,793 ㎡ 2,024,708,603 円
（２） 多摩校舎他 19,861 ㎡ 1,286,666,864 円
（３） 伊勢原校舎他 8,122 ㎡ 305,733,655 円
（４） 蓼科研修棟他 473 ㎡ 3,005,798 円

3 図書 257,214 冊 1,014,568,759 円
4 教具・工具・備品 16,172 点 287,373,008 円
5 その他 708,294,239 円

（二） 運用財産 4,986,689,446 円
1 預金、現金 1,927,651,331 円

現金　現金手許有高 6,500,718 円
普通預金 943,860,359 円
当座預金 0 円
定期預金 977,290,254 円

2 積立金 2,690,124,498 円
3 有価証券 187,523,001 円

債券 187,523,000 円
株式 1 円

3 その他 181,390,616 円

総額 15,504,324,575 円

二 負債
1 固定負債 873,777,118 円

（１）長期借入金 166,630,000 円
日本私立学校振興・共済事業団 166,630,000 円

（2）退職給与引当金 707,147,118 円

2 流動負債 620,561,842 円

（１）短期借入金 138,895,000 円
（２）前受金 337,495,000 円
（３）未払金 47,820,569 円
（４）その他 96,351,273 円

総額 1,494,338,960 円

正味資産（資産総額-負債総額） 14,009,985,615 円

財　産　目　録
2020年3月31日

区分 金額

Ⅱ　負債総額
Ⅲ　正味財産

Ⅰ　資産総額
   内　　　（一）　基本財産
　　　　　　（二）　運用財産
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４．監事による監査報告書  
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※補足  学校法人の計算書類 

資金収支計算書 

資金収支計算書は、①当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容、②当該会計年

度における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末、を

明らかにすることを目的として作成しています。 

資金収入 

学生生徒等納付金収入 授業料等、学生生徒に対する教育サービスの対価として徴収したものです。 

手数料収入  学校が用役を提供した対価として徴収する料金です。 

寄付金収入  学校法人が寄付金として収受したものです。 

補助金収入  国、地方公共団体及びこれに準ずる団体から交付される補助金です。 

資産売却収入  学校法人が持っている固定資産を売却したときに発生する収入です。 

付随事業・収益事業収入 学校法人の付帯事業で発生する、受託研究や収益事業で得られる収入です。 

受取利息・配当金収入 基金の運用によって得られた収入や、その他の預金、貸付金等の利息、金融商品の運

用利息・配当などの収入です。 

雑収入 上記以外の収入で学校法人の負債とならない収入です。主に退職金財団交付金や学校

の施設貸出の使用料等です。 

借入金収入  借入金、学校債による収入です。 

前受金収入 当該会計年度に収受した収入が、翌会計年度以後の諸活動に対応するもので、主に翌

年度入学する学生生徒の入学金等です。 

その他の収入 上記の収入科目に含まれない収入で、資産・負債科目の増減をもたらすものです。主

に特定資産の取り崩しによる収入、預り金収入等です。 

資金収入調整勘定 当年度の諸活動に対応する収入ですが、資金の収入が当年度中に行われず、前年度ま

たは翌年度に行われる収入項目に対応する勘定です。 

資金支出 

人件費支出  学校法人との雇用契約に基づく教職員等への支出です。 

教育研究経費支出 教育研究に直接要する経費です。 

管理経費  教育研究のための間接的な経費または教育研究に関係しない経費です。 

借入金等利息支出 借入金及び学校債に係る利息支出です。 

借入金等返済支出 借入金及び学校債に対する元本部分の返済による支出です。 

施設関係支出 学校法人が使用する土地、建物、構築物等、施設を取得するための支出です。 

設備関係支出  学校法人が使用する備品、図書、車両等、設備を取得するための支出です。 

資産運用支出  学校法人の資金運用目的による支出です。 

その他の支出  上記支出項目には含まれない支出です。 

資金支出調整勘定 当年度の諸活動に対応する支出ですが、資金の支出が当年度中に行われず、前年度ま

たは翌年度に行われる支出項目に対応する勘定です。 

 

事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、事業活動収入（当該会計年度の学校法人の負債とならない収入）及び事業活

動支出（当該会計年度において消費する資産の取得価額及び当該会計年度における用役の対価）を、

教育活動、教育活動以外の経常的な活動、特別収支の３つに区分し、それぞれ区分ごとの収支差額を

求めることにより、各活動ごとの収支の内容を明らかにするとともに、当該会計年度において基本金

に組み入れる額を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の

均衡の状態を明らかにすることを目的として作成しています。 

教育活動収支 

経常的な事業活動のうち、教育活動外収支に係る収入及び支出を除いたものです。 
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収入 

学生生徒等納付金 資金収支計算書に原則準じます（以下記載のない勘定科目は同様） 

手数料 

寄付金 資金収支計算書の寄付金収入から、施設設備寄付金を除き、また現物寄付を加えたも

のです。 

経常費等補助金 資金収支計算書の補助金収入から、施設設備補助金を除いたものです。 

付随事業収入 資金収支計算書の付随事業・収益事業収入から、収益事業収入を除いたものです。 

雑収入 

支出 

人件費 資金収支計算書の人件費支出から、退職金支出を除き、新たに当会計年度発生した退

職債務及び退職費用を加えたものです。 

教育研究経費 資金収支計算書の教育研究経費支出に、当会計年度の教育に係る固定資産の減価償却

額を加えたものです。 

管理経費 資金収支計算書の管理経費支出に、当会計年度の上記以外の固定資産の減価償却額を

加えたものです。 

徴収不能額等 未収入金や貸付金に対し、当年度において回収不能と判断した額及び将来の回収不能

に備えて引当金に繰り入れた額です。 

教育活動外収支 

経常的な収支のうち、財務活動（資金調達・資金運用）及び収益事業にかかる活動です。 

収入 

受取利息・配当金 

その他の教育活動外収入 主に収益事業収入です。 

支出 

借入金等利息 

その他の教育活動外支出 

経常収支差額 教育活動収支と教育活動外収支を合わせたものです。 

特別収支 

特殊な要因によって一時的に発生した臨時的なものです。 

収入 

資産売却差額  固定資産の売却額が、当該資産の帳簿残高を超える場合のその超過額です。 

その他の特別収入 施設設備のための寄付金・補助金や、過年度の収支を修正する収入です。 

支出 

資産処分差額 資産の帳簿残高が当該資産の売却額を超える場合のその超過額、及び除却損、廃棄損

です。 

その他の特別支出 災害損失や過年度の収支を修正する支出です。 

基本金組入前当年度収支差額 経常収支差額と特別収支を合わせたものです。 

基本金組入額 

学校法人が当該会計年度に取得した固定資産の価額から除却した固定資産の取得額を除いたもの、

及び学校法人がその諸活動の継続的な維持のために保持すべき金融資産として当該会計年度に組

み入れた額です。 

当年度収支差額 

基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を除いたものです。 

 

貸借対照表 

貸借対照表は、当該会計年度末時点における資産、負債、純資産（基本金、繰越収支差額）の状態を

表示し、財政状態を明らかにすることを目的として作成しています。 
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資産の部 

固定資産 年度末後、１年を超えて使用される資産で、有形固定資産、特定資産、その他の固定

資産に分類されます。 

有形固定資産  土地、建物、備品、図書等です。 

特定資産  使途が特定された預貯金、有価証券等です。 

その他の固定資産 特定資産に該当しない無形固定資産です。 

流動資産  換金性が高く、通常１年以内に資金化しうる資産です。 

負債の部 

固定負債  通常会計年度末から１年を超えて返済期限がおとずれる負債です。 

流動負債 返済期限が会計年度末から１年以内に到来する負債や、翌年度に入学する学生生徒の

入学金等を受け入れた前受金等です。 

純資産の部 

基本金 学校法人が設立され、その教育活動を安定的・永続的に営み、発展させていくための

財産的基盤です。 

繰越収支差額  各会計年度の事業収支に基本金の取引を加えた額の累計です。 

  



42 

 

 


